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執行年度 令和8年度

業務名 令和8年度稲敷市道路台帳補正更新業務委託

履行期間

請負人

費目 起工 第１回変更 増減(△)

履行場所 稲敷市全域
 

施工方法 委託 原契約年月日

　 （契約日の翌日）
　　契約締結の翌日　から　令和9年3月25日まで

委託に
附する額

請負比率=

起工額

測量試験費
又は業務雑費

業務価格

消費税相当額

　

 
　現地測量                　　　　　　　　　　　　3.81km
　現況地形データ作成            　　　　　　　　　2.47km

委託業務概要

内容

道路台帳補正更新業務 一式

委託決定額
　

変
更
理
由

　既存台帳現況地形数値化　　　　　　　　　　　 　 9.88km
　道路台帳図データ作成　　　　　　　　　　　 　　13.69km

　路線網データ修正　　　　　　　　　　　　　　　　　一式
　道路情報管理システム　データ更新　　　　　　　　　一式
　法定外申請図面閲覧用データ作成　　　　　　　　　　一式

　区域査定箇所入力　　　　　　　　　　　　　 　　277箇所



令和８年度稲敷市道路台帳補正更新業務委託 特記仕様書 

 

第 １ 章  総 則 

 

（業務の目的） 

第 １条 本業務は、道路法に基づく適正な維持管理を図るため、稲敷市市道に関する道

路台帳を作成または、補正することを目的とする。また、同時に導入済みの道路

情報管理システムデータの更新を行い、業務の効率化および窓口縦覧等のサー

ビスの向上に資するものとする。 

 

（準拠する法令等） 

第 ２条 本業務は、本特記仕様書に定める事項のほか、次の各関係法令・諸規則等に基

づき実施するものとする。 

（１）道路法（昭和２７年法律第１８０号） 

（２）測量法（昭和２４年法律第１８８号） 

（３）道路法施行規則（昭和２７年建設省令第２５号） 

（４）道路施設現況調査要項（国土交通省道路局発行最新版） 

（５）地方交付税法（昭和２５年法律第２１１号） 

（６）地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

（７）稲敷市公共測量作業規程 

（８）稲敷市財務規則及び諸規則 

（９）その他関係法令、通達など 

 

（疑義） 

第 ３条 本特記仕様書の各項および業務委託契約書について疑義又は定めのない事項

が生じたときは、委託者（以下｢甲｣という。）と受託者（以下｢乙｣という。）で協

議し、乙は甲の指示に従うものとする。 

 

（作業計画） 

第 ４条 乙は、納期・工期及び地域の状況を考慮して適切な作業班を編成し、それによ

り各工程の細部計画を立案し、作業実施計画書、委託業務工程表および業務主任

技術者選任通知書を甲の監督員に提出し、承認を得るものとする。 

２ 本業務を進めるにあたり、関係行政庁等との協議が必要な場合は、適宜資料を

作成し監督員と連絡・打合せを行うものとする。 

 

（紛争の回避） 

第 ５条  本業務実施上、乙が現地調査、測量等で他人の土地に立ち入る必要がある場合

は、予め甲に連絡するとともに、事前に土地の所有者の了承を得るものとし、紛

争の起こらないよう留意するものとする。 



 

（従事技術者） 

第 ６条  本業務の実施にあたり、道路台帳更新業務に関する経験豊富な「測量士」の資

格を有する管理技術者を配置するものとする。また、本業務全体に関する知識及

び技術に精通し、測量及び空間情報に関する高度な幅広い知識を有する「空間情

報総括監理技術者」の資格を有する照査技術者を配置するものとする。 

 

（瑕疵） 

第 ７条 本業務の完了後であっても、乙の過失、または疎漏に起因する不良箇所が発見

された場合は、修正、補足等の必要な処置を行うものとする。 

 

（検査及び完了） 

第 ８条  乙は、本業務の作業完了後、適切な社内検査（照査）を実施するものとする。 

２ 本業務は、成果品の納入とともに検査を受け、甲が合格と認めた時点で成果品

を引き渡し、完了とする。なお、業務期間中であっても甲が必要と認めた場合は、

随時中間検査を行うものとする。 

 

（著作権等の権利帰属） 

第 ９条  乙は、本業務において作成した成果品の著作権を甲に譲渡するものとする。た

だし、成果品に乙が既に著作権を保有しているもの（乙著作物）が含まれる場合

は、当該乙著作物の著作権は、なお乙に帰属するものとし、その成果品を甲が乙

以外の第三者に譲渡又は使用させる場合は、乙の了解を得るものとする。 

 

（秘密の保持） 

第１０条  乙が本業務実施中に知り得た情報、秘密事項を甲の承認を得ずに第三者へ公表

してはならない。 

２ データ媒体等の情報漏洩等には特に留意するものとし、乙は ISMS（情報セキュ

リティマネジメントシステム適合性評価制度）及び ISO/IEC 27017（クラウドセキュ

リティ/サービス登録）の認証を受けているとともに、当該情報は適切に取り扱わ

なければならない。 

 

（資料の貸与） 

第１１条  本業務に必要な資料は、甲より乙に貸与するものとし、破損、滅失等の無いよ

うに慎重に取り扱い、業務終了後に速やかに発注者に返却するものとする。なお、

複製した資料については作業終了後速やかに廃棄処分を行うものとする。 

２ 貸与された資料の秘密の保持は前条による。 

３ 資料の借用に関しては個人情報保護等の重要性を認識し、LGWAN データ交換サ

ービスを用いて、LGWAN内でセキュアなファイル交換を実施することも可とする。 

 



（工期） 

第１２条  本業務の工期は契約締結の翌日より令和 8年 3月 25日までとする。 

 

第 ２ 章  業 務 概 要 

 

（業務概要） 

第１３条 本業務の概要は、次のとおりとする。 

1.道路台帳補正                  

（1）現地測量 3.81km 

（2）現況地形データ作成 2.47km 

（3）既存台帳現況地形数値化 9.88km 

（4）道路台帳図データ作成 13.69km 

（5）路線網データ修正 1式 

（6）道路情報管理システム データ更新 1式 

（7）法定外申請図面閲覧用データ作成 1式 

（8）区域査定箇所データ作成 277箇所 

 

第 ３ 章  道 路 台 帳 補 正 

 

（要旨） 

第１４条 本作業は、稲敷市市道の管理上必要となる新規認定、改良等による補正および

その他補正に該当する路線の異動について、道路台帳の電子化及び調書作成に

必要な補正作業を行うものとする。 

 

（数値地形図データの精度） 

第１５条 数値地形図データの位置精度及び地図情報レベルは、以下の表を標準とする。

ただし本業務において調達した他機関成果においては、対象成果の精度とする。 

 

（道路台帳図データの位置座標） 

第１６条 空間参照系としての道路台帳図データの位置座標は下記のとおりとする。 

項目 位置座標 

準拠する測地系 世界測地系（測地成果 2011） 

水平位置の座標系 平面直角座標系第Ⅸ系 

垂直位置の座標系 平均海面を基準とする標高 

 

項目 地図情報レベル 水平位置の許容誤差 標高の許容誤差 

道路区域内 1,000 0.50ｍ以内 0.3ｍ以内 

道路区域外 本業務の対象外とする 



（計画準備） 

第１７条 計画準備は、本業務を遂行するための技術的方針・実施工程を検討し、本業

務を円滑に実施するための実施計画の立案・作成を行うものとする。 

 

（資料収集） 

第１８条 資料収集は、道路台帳補正資料として必要な工事竣工図・告示資料・修正内容

資料等を甲より貸与を受け、補正箇所位置図等の作成を行うものとする。なお、

貸与資料は下記の通りとする。 

① 工事竣工図・境界確定図等 

② 告示資料写し 

③ 道路台帳図 

④ 道路台帳測定基図 

⑤ 道路台帳調書データ 

⑥ 認定路線網図データ 

⑦ 都市計画図デジタルマッピングデータ 

⑧ 空中写真 

⑨ その他必要な資料 

 

（現地測量） 

第１９条 現地測量は、異動更新に伴う、地形・地物等を計測し数値地形図データを作成

するものとし、計測範囲は道路区域内とする。 

２ 現地測量は、TS又は GNSS測量機を用いて行うものとし、安全施設及び側溝の

蓋かけ等で地形変化が軽微な箇所についてはオフセット法にて行ってもよいも

のとする。 

３ 更新作業は、現地測量（現地法）によることを原則とし、確定図・竣工図等の

貸与資料の利用を図る場合は、精度の維持について十分検討のうえ、実施するも

のとする。 

４ レーザー搭載車両による現地測量も可能とする。レーザー搭載車両による現地

測量については、「MMS」（モービルマッピングシステム NETIS登録：KK-090011）

を用いて、道路 3次元データ（GPSデータ、レーザー計測データ、画像データ）

の取得を行うものとする。 

また、使用する MMSは以下の条件を満たすものとする。 

１）使用する MMSは、公共測量の実績を有する機材とすること。 

２）取得する画像データは 1つのカメラの画素数が 500万画素で前方 2方向

以上の画像取得が行えること。 

３）位置の取得のために GPS干渉測位方式（FKP）による位置情報の取得およ

び補正を行うこと。 

４）レーザー測距装置は 1度間隔で最小点密度は 50点/㎡以上取得でき、相

対精度で 1.0cm以内が確保できること。 



 

（数値編集） 

第２０条 数値編集は、現地測量結果に基づき、数値図化データを図形編集装置に入力し、

図形編集装置を用いて、追加・削除・修正等の処理を行い、新位置データ及び作

図データに区分して編集し、編集済みデータを作成するものとする。 

 

（現地補測） 

第２１条 現地補測は、編集済みデータ及び出力図に表現されている重要な事項の確認を

行い、必要に応じ現地において補測する測量を行い、これらの結果に基づき編集

済みデータを編集し、補測編集済みデータを作成するものとする。 

 

（道路現況調査） 

第２２条 道路現況調査は、道路法様式及び国土交通省様式、総務省様式の道路台帳に必

要な道路法施行規則第四条の二第 3 項及び第 4 項に示す項目について調査を行

うものとする。トンネル・橋梁・鉄道との交差箇所については、現況写真を撮影

して測定を行い、別調書として取りまとめられるよう整理するものとする。なお、

調査内容については、下記のものとする。 

① 道路幅員 

② 路面種別 

③ 橋梁 

④ 交差 

⑤ トンネル 

⑥ 道路附属物 

⑦ 道路工作物 

⑧ 道路占用物 

 

（既存台帳現況図数値化） 

第２３条 既存台帳現況図数値化は、異動更新に該当する既存台帳図面の、道路現況数値

地形図データの作成を行うものとする。 

２ 道路台帳原図のマイラー図面を甲より収集後、フラッドベッドスキャナーを用

いてラスターデータ化し、幾何補正（座標変換）を施したものを計測基図データ

とする。 

３ スキャニングはモノクロ 2値、解像度は 400dpiとする。 

４ ラスターデータの幾何補正（座標変換）はアフィン変換より行うものとし、1図

郭に対し内図郭４点をコントロールポイントとして使用し、日本測地系の平面直

角座標に変換するものとする。 

５ 日本測地系の平面直角座標に補正された、幾何補正済みラスターデータを１図

郭毎に対し、代表 1点（図郭の四隅のどれか 1つ、もしくは図郭の中央等）の座

標変換及び補正の補正量を求め、一律に平行移動し世界測地系（測地成果 2011）



のラスターデータを作成するものとする。 

  なお、使用するパラメーターは国土交通省国土地理院で公開されている以下を

使用する。 

① 日本測地系から世界測地系に座標変換：TKY2JGD.par 

② 世界測地系から測地成果 2011に座標補正：touhokutaiheiyouoki2011.par 

６ ラスターデータを編集装置のグラフィックディスプレイ上で、図形編集ソフト

等を用いて、ベクタ化されたデジタルデータを作成するものとする。 

７ デジタル化の対象となる範囲は、異動更新の無い認定路線の地形とし、数値化

範囲は道路区域内とする。 

８ 各項目に対して稲敷市公共測量作業規程に従ったコード分類を行い、システム

上でレイヤー毎に管理することが可能になるようにデジタルデータを整備する

ものとする。またデータ形式は shape形式とする。 

 

（道路台帳要素入力） 

第２４条 道路台帳要素入力は、道路台帳に必要な道路台帳要素データ（起終点記号・幅

員・舗装種別・区割線等）をラスターデータより入力を行うものとする。ただし、

異動更新など新たに現地調査を行った場所や通常補正更新箇所については、現地

計測結果及び告示資料等をもとに作成及び入力するものとする。 

   ２ 各項目に対してコード分類を行い、システム上でレイヤー毎に管理することが

可能になるようにデジタルデータを整備するものとする。またデータ形式は

shape形式とする。 

   ３ 道路台帳要素に関わるコード分類については、甲と協議の上決定するものとす

る。 

 

（道路台帳データ構造化） 

第２５条 道路台帳データ構造化は、作成された道路台帳データについて、調書集計及び

今後システムで利活用するための各種構造化データを作成するものとする。 

２ 道路敷・道路部ポリゴンデータの作成は、新規に作成された道路現況数値地形

図データを利用して、道路敷きを表す道路区域ポリゴン及び道路部を表す道路部

ポリゴンを作成するものとする。 

３ 歩道及び中央分離帯ポリゴンデータの作成は、新規に作成された道路現況数値

地形図データを利用して、歩道を表す歩道ポリゴン及び中央分離帯を表す中央分

離帯ポリゴンをそれぞれ作成するものとする。 

４ 区間ポリゴンの作成は、道路台帳要素入力で作成した区割線をもとに、道路区

域ポリゴンを区割単位に分割を行い、区間ポリゴンの作成を行うものとする。 

５ 各項目に対してコード分類を行い、システム上でレイヤー毎に管理することが

可能になるようにデジタルデータを整備するものとする。またデータ形式は

shape形式とする。 

６ 道路構造化に関わるコード分類については、甲と協議の上決定するものとする。 



 

（調書作成及び集計） 

第２６条 調書データの作成は、道路台帳要素入力データ・構造化された区間データ及び

既存調書データより、調書作成に必要となる下記項目について抽出・整理の上、

調書データを作成するものとする。 

① ブロック番号 

② 路線番号 

③ 等級区分（1 級・2 級・その他） 

④ 種別区分（道路・橋梁・トンネル・交差等） 

⑤ 路面種別（コンクリート・高級アスファルト・簡易アスファルト・砂利） 

⑥ 区割線番号 

⑦ 幅員構成（車道・歩道・中央帯・路肩・側溝等） 

⑧ 改良・未改良区分、区間及び自動車交通可能、不可能区間 

⑨ 立体横断施設 

⑩ 歩道及び中央帯 

⑪ その他事項 

２ 調書集計は、データ化された調書データから、マスターデータを作成し電算集

計を行うものとする。電算集計後、各調書データ項目に脱落や重複がないかを検

証するものとする。 

  また、集計においては補正対象箇所だけでなく、既認定市道全てを含むデータ

を一括処理できるシステムとする。また、継続的に発生する今後の補正更新対象

路線の増減結果を速やかに反映できるものとする。なお、市販の表計算ソフト等

による、今年度補正分のみの計算処理は認めないものとする。 

３ 作成する調書は下記のとおりとする。 

① 道路法（第 28条）による調書 

② 国土交通省（道路施設現況調査）による調書 

③ 総務省による調書 

④ その他管理調書 

⑤ 告示用資料 

 

（認定路線網図更新） 

第２７条 認定路線網図更新は、既存の市全域の路線網図データ（1/10,000）について、

道路台帳補正に伴い追加・異動の内容を反映し、路線網図を作成するものとする。

作成に当たっては、地図情報レベル 10000 の都市計画図を背景図としてデータ

の入力を行い、出力図として作成するものとする。 

２ あわせて今年度補正対象となった新規認定路線について電子化された道路現

況数値地形データを背景とした道路中心線データの入力を行い、更新済み道路中

心線データの作成を行うものとする。 

３ 作成するデータの形式は、Shape形式とする。 



 

（道路情報管理システムデータ更新） 

第２８条 道路情報管理システムデータ更新は、本業務で作成した各種データを、道路情

報管理システム（PasCAL Web道路：パスコ社製）のサーバにセットアップする

ものとする。 

２ サーバセットアップに当たっては、本業務で作成する道路台帳電子データと既

存のアナログ図面との表示調整や、背景の都市計画図デジタルマッピングデータ

との整合調整も図り、システム運用に支障が無いよう行うものとする。 

３ データセットアップ後、職員立会いの下でセットアップしたデータが正常であ

るかどうか、充分な動作確認を行うものとする。 

４ 既存システムおよびデータベースへの影響が発生した場合は、乙の責任におい

て速やかにセットアップ前の状態に戻すこととする。 

５ あわせて、道路情報管理システムの運用保守（障害対応・予防保守・各種デー

タ更新・ライセンス保守）も行うものとする。 

 

（法定外申請図面閲覧用データ作成） 

第２９条 甲の貸与する法定外申請図面をスキャニングあるいはデータ変換し、道路管理

システムで閲覧できるように設定するものとする。 

 

（区域査定箇所データ作成） 

第３０条 甲より貸与される区域査定図（境界確定図）を基に、スキャナ装置を用いてフ

ァイリングデータを作成するとともに、合わせて位置特定を行うものとする。ま

た、属性情報については、図面番号、ファイリングキー等とし、道路管理システ

ムで閲覧できるように設定するものとする。 

２ 本業務で作成した区域査定箇所データの作成結果について、成果品として取りま

とめ実施報告書を作成するものとする 

 

第 ４ 章  成 果 品 

 

（成果品） 

第３１条  本業務の成果品は下記の通りとする。 

１ 道路台帳図データ等 

１）道路現況数値地形図データ（Shape形式）         １式 

２）道路台帳要素データ（Shape形式）   １式 

３）道路台帳構造化データ（Shape形式）   １式 

４）道路中心線データ（Shape形式）    １式 

５）データセットアップ     １式 

６）認定路線網図出力図（1/10,000） 図郭・橋梁位置含む   １式 

７）法定外申請図面閲覧用データ（ファイリングデータ） １式 



８）区域査定箇所データ（Shape形式及びファイリングデータ） １式 

 

２ 道路台帳調書  

１）道路台帳（道路法施行規則様式第４第１表）  １式 

２）実延長調書（道路法施行規則様式第４第２表）  １式 

３）橋調書（道路法施行規則様式第４第４表）    １式 

４）道路現況（総括）台帳（国土交通省第１号様式）  １式 

５）道路現況（独立専用自歩道）台帳（国土交通省第２号様式） １式 

６）道路現況（部分自歩道）台帳（国土交通省第３号様式） １式 

７）橋梁現況台帳（国土交通省第５号様式）   １式 

８）道路橋梁調書      １式 

９）道路橋梁調書（異動調書）    １式 

10）道路現況調書      １式 

11）道路増減調書      １式 

12）橋梁台帳（写真付）     １式 

13）認定路線調書      １式 

14）告示用調書           １式 

 



　　　　　　　　　　　　　明　　　　細　　　　書 第　１　号

項 目 種 別 細 別 単 位 員 数 単 価 合 計

直接費

計画準備・打合せ 式 1.0 第1号単価表

資料収集整理 式 1.0 第2号単価表

現地測量 MMS走行計画 式 1.0 第3号単価表

MMS走行事前調査 ｋｍ 3.810 第4号単価表

MMS計測 ｋｍ 3.810 第5号単価表

計測結果処理解析 ｋｍ 3.810 第6号単価表

計測結果精度管理・検証点 ｋｍ 3.810 第7号単価表

現況地形データ作成 道路敷内新規図化（新規認定） ｋｍ 2.470 第8号単価表

数値編集（新規認定） ｋｍ 2.470 第9号単価表

現地補測（新規認定） ｋｍ 2.470 第10号単価表

現況地形データ作成 道路敷内新規図化（道路改良） ｋｍ 1.330 第11号単価表

数値編集（道路改良） ｋｍ 1.330 第12号単価表

現地補測（道路改良） ｋｍ 1.330 第13号単価表

道路敷内のみの数値化 既存現況地形図数値化 ｋｍ 9.880 第14号単価表

道路台帳データ作成 道路現況調査 ｋｍ 3.810 第15号単価表

道路台帳要素入力 ｋｍ 13.690 第16号単価表

道路台帳データ構造化 ｋｍ 13.690 第17号単価表

調書作成及び集計 式 1.0 第18号単価表

データ調整・システム運用支援 式 1.0 第19号単価表

法定外申請図面閲覧用データ作成 式 1.0 第20号単価表

区域査定箇所入力 資料借用及び返却 式 1.0 第21号単価表

資料スキャニング及び整理 箇所 277.0 第22号単価表

ラインデータ作成 箇所 277.0 第23号単価表

データ搭載・ファイリング 式 1.0 第24号単価表

実施報告書作成 式 1.0 第25号単価表

直接費計

摘 要



　　　　　　　　　　　　　明　　　　細　　　　書 第　２　号

項 目 種 別 細 別 単 位 員 数 単 価 合 計

直接経費

システムライセンス保守 年 1.0

直接経費計

諸経費 ％

小計

消費税 ％ 10.0

総合計

摘 要



第　１　号　　単価表 計画準備・打合せ 1 式当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

材料費 式 1.0

計

１式当り



第　２　号　　単価表 資料収集整理 1 式当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

通信運搬費 式 1.0

計

１式当り



第　３　号　　単価表 MMS走行計画 1 式当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

計

１式当り



第　４　号　　単価表 MMS走行事前調査 50 km当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

通信運搬費 式 1.0

計

１ｋｍ当り



第　５　号　　単価表 MMS計測 50 km当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

通信運搬費 式 1.0

計

１ｋｍ当り



第　６　号　　単価表 計測結果処理解析 50 km当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

計

１ｋｍ当り



第　７　号　　単価表 計測結果精度管理・検証点 50 km当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

計

１ｋｍ当り



第　８　号　　単価表 道路敷内新規図化（新規認定） 50 km当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

計

１ｋｍ当り



第　９　号　　単価表 数値編集（新規認定） 50 km当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

計

１ｋｍ当り



第　10　号　　単価表 現地補測（新規認定） 25 km当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

通信運搬費 式 1.0

計

１ｋｍ当り



第　11　号　　単価表 道路敷内新規図化（道路改良） 50 km当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

計

１ｋｍ当り



第　12　号　　単価表 数値編集（道路改良） 50 km当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

計

１ｋｍ当り



第　13　号　　単価表 現地補測（道路改良） 25 km当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

通信運搬費 式 1.0

計

１ｋｍ当り



第　14　号　　単価表 既存現況地形図数値化 50 km当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

計

１ｋｍ当り



第　15　号　　単価表 道路現況調査 25 km当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

通信運搬費 式 1.0

計

１ｋｍ当り



第　16　号　　単価表 道路台帳要素入力 50 km当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

計

１ｋｍ当り



第　17　号　　単価表 道路台帳データ構造化 50 km当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

計

１ｋｍ当り



第　18　号　　単価表 調書作成及び集計 1 式当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

計

１式当り



第　19　号　　単価表 データ調整・システム運用支援 1 式当り

項 目 種 別 細 別 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

材料費 式 1.0

機械経費 式 1.0

計

１式当り



第　20　号　　単価表 法定外申請図面閲覧用データ作成 1 式当り

項 目 種 別 細 別 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

材料費 式 1.0

機械経費 式 1.0

計

１式当り



第　21　号　　単価表 資料借用及び返却 1 式当り

項 目 種 別 細 別 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

通信運搬費 式 1.0

計

１式当り



第　2２　号　　単価表 資料スキャニング及び整理 1000 枚当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

通信運搬費 式 1.0

計

１箇所当り



第　23　号　　単価表 ラインデータ作成 1000 箇所当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

通信運搬費 式 1.0

計

１箇所当り



第　24　号　　単価表 データ搭載・ファイリング 1 式当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

通信運搬費 式 1.0

計

１式当り



第　25　号　　単価表 実施報告書作成 1 式当り単価表

項 目 名 称 規 格 単 位 員 数 単 価 金 額 摘 要

人件費

主任技師 人日

技師 人日

技師補 人日

助手 人日

機械経費 式 1.0

材料費 式 1.0

通信運搬費 式 1.0

計

１式当り



現地あり
現地なし

（未供用路線）
拡幅 排水整備 歩道設置 安全施設 新規 廃止 架替え 修正

2474.95 500.80 0.00 174.28 1158.53 0.00 0.00 0.00 3 1 277

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

2.47

1.33

3.81

3.81

9.88

13.69

13.69

地形修正廃止

改良

トンネル

橋梁

踏切

新規

道路台帳要素入力

道路台帳データ構造化

①＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧

④＋⑤＋⑥

既成図数値化（現況地形図）

区域査定
箇所入力

道路現況調査

改良

①

補正前対象図面延長

舗装

新規認定

現地測量 ①＋④＋⑤＋⑥


